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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被駆動体の位置と駆動力の関係を測定するステップと、
　前記被駆動体の位置と駆動力の関係から位置に依存する摩擦モデルのパラメータを同定
するステップと、
　前記被駆動体の運動方向反転位置からの変位と駆動力の関係を測定するステップと、
　前記被駆動体の変位と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルとを用いて変位に
依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップと、
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定するステップと、
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルと前記変位に依存
する摩擦モデルと、を用いて速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップ
と、
　前記被駆動体の加速度と駆動力の関係を測定するステップと、
　前記被駆動体の加速度と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルと前記変位に依
存する摩擦モデルと前記速度に依存する摩擦モデルを用いて加速度に依存する摩擦モデル
のパラメータを同定するステップと、
　を有する
　ことを特徴とする摩擦同定方法。
【請求項２】
　前記被駆動体の位置と駆動力の関係を測定するステップおよび前記被駆動体の運動方向
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反転位置からの変位と駆動力の関係を測定するステップにおいては、
　前記被駆動体の駆動範囲内を予め定めた移動幅で前記被駆動体の移動と停止を繰り返し
、そのときの前記被駆動体の位置と駆動力を同期して測定する
　ことを特徴とする請求項１に記載の摩擦同定方法。
【請求項３】
　前記被駆動体の位置と駆動力の関係から位置に依存する摩擦モデルのパラメータを同定
するステップにおいては、
　前記被駆動体の速度が予め定めた閾値以下となる期間を検出し、前記期間における摩擦
力をその位置での位置に依存する摩擦力として出力する
　ことを特徴とする請求項１に記載の摩擦同定方法。
【請求項４】
　前記変位に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップにおいては、
　前記駆動力から前記位置に依存する摩擦モデルを用いて算出したその位置での摩擦力を
除いた値をその変位での変位に依存する摩擦力として出力する
　ことを特徴とする請求項３に記載の摩擦同定方法。
【請求項５】
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定するステップと、前記被駆動体の加速度と駆
動力の関係を測定するステップと、を同時に実行する
　ことを特徴とする請求項１に記載の摩擦同定方法。
【請求項６】
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定するステップおよび前記被駆動体の加速度と
駆動力の関係を測定するステップにおいては、
　前記被駆動体の駆動範囲内を予め定めた移動幅で、予め定めた速度および予め定めた加
速度で前記被駆動体を往復運動させ、前記往復運動を速度または加速度のいずれか、また
は速度と加速度の両方を変えて繰り返し、そのときの前記被駆動体の位置と駆動力を同期
して測定する
　ことを特徴とする請求項１または５に記載の摩擦同定方法。
【請求項７】
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定するステップと、前記被駆動体の加速度と駆
動力の関係を測定するステップと、を同時に実行する場合において、
　前記被駆動体に正弦波状の運動指令を指令する
　ことを特徴とする請求項５に記載の摩擦同定方法。
【請求項８】
　前記速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップにおいては、
　前記被駆動体の加速度が予め定めた閾値以下となる期間を検出し、前記期間における摩
擦力から、前記位置に依存する摩擦モデルを用いて算出したその位置での摩擦力と前記変
位に依存する摩擦モデルを用いて算出したその変位での摩擦力の両方を除いた値を、その
速度での速度に依存する摩擦力として出力する
　ことを特徴とする請求項１または５に記載の摩擦同定方法。
【請求項９】
　前記加速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップにおいては、
　被駆動体の加速度が一定となる期間を検出し、前記期間における摩擦力から、前記位置
に依存する摩擦モデルを用いて算出したその位置での摩擦力と前記変位に依存する摩擦モ
デルを用いて算出したその変位での摩擦力と前記速度に依存する摩擦モデルを用いて算出
したその速度での摩擦力を除いた値を、その加速度での加速度に依存する摩擦力として出
力する
　ことを特徴とする請求項１または５に記載の摩擦同定方法。
【請求項１０】
　前記摩擦モデルのパラメータを出力するステップ
　をさらに有する
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　ことを特徴とする請求項１に記載の摩擦同定方法。
【請求項１１】
　被駆動体の位置と駆動力の関係を測定する位置依存摩擦測定部と、
　前記被駆動体の位置と駆動力の関係から位置に依存する摩擦モデルのパラメータを同定
する位置依存摩擦同定部と、
　前記被駆動体の運動方向反転位置からの変位と駆動力の関係を測定する変位依存摩擦測
定部と、
　前記被駆動体の変位と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルとを用いて変位に
依存する摩擦モデルのパラメータを同定する変位依存摩擦同定部と、
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定する速度依存摩擦測定部と、
　前記被駆動体の速度と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルと前記変位に依存
する摩擦モデルと、を用いて速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定する速度依存
摩擦同定部と、
　前記被駆動体の加速度と駆動力の関係を測定する加速度依存摩擦測定部と、
　前記被駆動体の加速度と駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルと前記変位に依
存する摩擦モデルと前記速度に依存する摩擦モデルを用いて加速度に依存する摩擦モデル
のパラメータを同定する加速度依存摩擦同定部と、
　前記位置に依存する摩擦モデル、前記変位に依存する摩擦モデル、前記速度に依存する
摩擦モデル、および前記加速度に依存する摩擦モデルのパラメータを出力するモデル送信
部と、
　を有することを特徴とする摩擦同定装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロボットまたは工作機械など高精度に位置および速度を制御する装置におけ
るモデルを用いて摩擦を補正する機能に関し、特に装置の複数の状態量を入力変数とする
摩擦モデルのパラメータを同定する摩擦同定方法および摩擦同定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　工作機械には、複数の送り軸が備えられており、これらはリニアモータおよびサーボモ
ータによって駆動される。各送り軸においては、加工対象物を固定したテーブルといった
被駆動体の実際の位置が指令位置と一致するように、位置検出器を用いて被駆動体の位置
を検出し、検出した被駆動体の位置と指令位置との誤差を補正するフィードバック制御が
行われている。フィードバック制御では、未知の外乱が入力されても外乱を打ち消すよう
に駆動力が制御されるが、誤差を検出してから誤差に応じた駆動力が入力されるため、送
り軸の応答が遅いという問題がある。
【０００３】
　外乱力の一種である摩擦力が輪郭運動の精度に与える影響については、よく知られてい
る。例えば、ＸＹ平面内で直交する２軸を用いて円弧軌跡の運動を行う場合には、二つの
軸のそれぞれには、位相が９０度ずれた正弦波状の運動指令が与えられる。そして、円弧
の象限が切り替わる点においては、いずれかの送り軸の運動方向が反転する。このとき、
送り軸の構成要素であるボールねじまたは軸受といった接触部で生じる摩擦トルク及び摩
擦力の方向も反転するため、反転軸の制御系が一定時間遅れて応答することになる。その
ため、応答軌跡に追従誤差が生じ、実際の軌道は、指令軌跡の少し外側を通ることになる
。この現象は象限突起と呼ばれ、運動精度を低下させる要因となっている。
【０００４】
　なお、回転系の摩擦トルクと直動系の摩擦力は、機械系の構成によって決まる定数によ
って等価的に換算ができるため、本明細書においては、摩擦トルクと摩擦力は区別しない
ものとし、同様に、直動モータのモータ推力と回転モータのモータトルクも区別しないも
のとする。
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【０００５】
　摩擦を含む外乱の影響によって運動精度が悪化する問題を解決するために、モデルを用
いて外乱を予測し、外乱の影響を打ち消すために必要な補正力をモータの制御系に入力す
るモデルベースの外乱補正方式が知られている。例えば、特許文献１に示した運動方向の
反転を検出したときに、予め決定されていた時間と振幅のパルス波状の電流補正指令を出
力する方式、または特許文献２に示した被駆動体位置を入力とした非線形関数で表現され
た補正力を出力する方式などがある。特許文献３においては、摩擦モデルは、クーロン摩
擦と速度に比例する粘性摩擦の２つのモデルを併用している。
【０００６】
　モデルベースの外乱補正機能を有する装置においては、事前に装置に生じる外乱力を測
定し、補正に用いるためのモデルのパラメータを同定しておく必要がある。特許文献１で
は、予め測定しておいた運動誤差量から補正指令のパルス幅とパルス時間を決定している
。特許文献２においては、運動方向反転時の位置とモータ電流の関係を１入力１出力の関
数として同定している。特許文献３においては、同定アルゴリズムを用いて、クーロン摩
擦係数と粘性摩擦係数の２つの定数を同定している。
【０００７】
　以下に示す先行技術文献のように同定すべき外乱モデルの諸元が少ない場合或いは線形
なモデルを用いている場合は、比較的簡易な測定で外乱モデルのパラメータ同定を行うこ
とが可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開昭６０－１１６００４号公報
【特許文献２】特開２００８－２１０２７３号公報
【特許文献３】特開２００６－２０４８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上記従来の技術によれば同定すべきモデルのパラメータが多い場合、複
数の状態量の入力を考慮する場合、或いは非線形特性を考慮する場合には、単純なプロセ
スでモデルのパラメータを同定することが難しいという問題があった。
【００１０】
　実際の摩擦現象は、原点などの予め定めた基準点からの距離（以下単に、位置と表現す
る）、運動方向反転位置からの移動量（以下単に、変位と表現する）、速度、加速度によ
って変動し、それぞれ位置、変位、速度、加速度に対して非線形な特性を示すことが知ら
れている。例えば、摩擦の変位依存性に関しては、微小変位領域において変位量と摩擦の
関係が示すヒステリシスループ特性を、大変位領域ではクーロン摩擦特性を持つことが知
られている。また、摩擦の速度依存性に関しては、速度と摩擦力の関係が示すストライベ
ック曲線が良く知られている。
【００１１】
　前述のように、摩擦力は、それぞれの状態量の変化に対して、非線形な挙動を示すが、
それぞれ位置、変位、速度、加速度の変化に対して、摩擦力がどのように変化するかとい
った関係性が明らかにされていないという課題とそれらの摩擦特性を影響する状態量毎に
分離して同定する摩擦同定方法が確立されていないという問題がある。例えば、特許文献
１においては、摩擦モデルをパルス幅とパルス時間のパラメータでしか同定することがで
きていないため、速度或いは変位の変化により摩擦が変化したとしても対応することがで
きない。また、特許文献２においては、位置に対して摩擦を非線形関数で同定しているが
、同時に存在しているはずの速度の影響によって変化する摩擦力に関しては言及されてい
ない。特許文献３においては、変位と速度によって変化するクーロン摩擦或いは粘性摩擦
について考慮されているが、どちらの摩擦も非線形特性は考慮されていない。
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【００１２】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、位置、変位、速度、加速度
にそれぞれ依存して変動する摩擦特性に対して、それぞれの状態量の変化が摩擦特性に与
える影響を分離し、状態量毎に独立した非線形な摩擦モデルのパラメータを同定する摩擦
同定方法および摩擦同定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明は、被駆動体の位置と駆動力の
関係を測定するステップと、前記被駆動体の位置と駆動力の関係から位置に依存する摩擦
モデルのパラメータを同定するステップと、前記被駆動体の運動方向反転位置からの変位
と駆動力の関係を測定するステップと、前記被駆動体の変位と駆動力の関係と前記位置に
依存する摩擦モデルとを用いて変位に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステッ
プと、前記被駆動体の速度と駆動力の関係を測定するステップと、前記被駆動体の速度と
駆動力の関係と前記位置に依存する摩擦モデルと前記変位に依存する摩擦モデルと、を用
いて速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップと、前記被駆動体の加速
度と駆動力の関係を測定するステップと、前記被駆動体の加速度と駆動力の関係と前記位
置に依存する摩擦モデルと前記変位に依存する摩擦モデルと前記速度に依存する摩擦モデ
ルを用いて加速度に依存する摩擦モデルのパラメータを同定するステップと、を有するこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、複数の状態量によって変動する摩擦力を、規定の測定ステップを実行
することで、短時間でそれぞれの状態量毎に１入力１出力システムの摩擦モデルのパラメ
ータを同定できるという効果を奏する。さらに、得られたモデルを用いることで状態量の
変化に対応することができ、微調整が行いやすい摩擦補正モデルを得ることができるとい
う効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の実施の形態１～３にかかる摩擦同定装置を適用するサーボ制御
装置、モータ及び被駆動体の構成の例を示すブロック図である。
【図２】図２は、実施の形態１～３において本発明を適用するサーボ制御部の構成を示す
ブロック図である。
【図３】図３は、実施の形態１～３において、本発明を適用する機械モデル部の構成を示
すブロック図である。
【図４】図４は、実施の形態１～３において、同定する摩擦モデルの構成を示すブロック
図である。
【図５】図５は、実施の形態１および２にかかる摩擦モデルの内容を示すテーブルである
。
【図６】図６は、実施の形態１にかかる、摩擦同定装置の構成を示すブロック図である。
【図７】図７は、実施の形態１にかかる、摩擦同定方法を示すフローチャートである。
【図８】図８は、実施の形態１～３にかかる、位置依存摩擦及び変位依存摩擦を測定する
際の位置指令の一例を示す図である。
【図９】図９は、実施の形態１にかかる、速度依存摩擦を測定する際の位置指令の一例を
示す図である。
【図１０】図１０は、実施の形態２にかかる、摩擦同定装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図１１】図１１は、実施の形態２にかかる、摩擦同定方法を示すフローチャートである
。
【図１２】図１２は、実施の形態２にかかる速度依存摩擦と加速度依存摩擦の同定に用い
る運動パターンの例を示す図である。
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【図１３】図１３は、実施の形態３にかかる、摩擦同定装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図１４】図１４は、実施の形態４にかかる、摩擦同定装置の構成の一部を示すブロック
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、本発明にかかる摩擦同定方法および摩擦同定装置の実施の形態を図面に基づい
て詳細に説明する。なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。
【００１７】
実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１～３にかかる摩擦同定装置６を適用するサーボ制御装置
１０、モータ１６及び被駆動体１８の構成の例を示すブロック図である。摩擦同定装置６
は、摩擦補正を行うために装置に生じる摩擦の測定データから摩擦モデルのパラメータを
同定する。
【００１８】
　図１には、サーボ制御装置１０、サーボ制御装置１０によって動作を制御されるモータ
１６、モータ１６に接続された位置検出器２０、及びモータ１６によって駆動される被駆
動体１８が示されている。サーボ制御装置１０は、指令値入力部１２と、サーボ制御部１
４と、機械モデル部２２と、外乱モデル部２４と、摩擦同定装置６と、を備える。
【００１９】
　指令値入力部１２は、入力された被駆動体１８の目標位置に従って、サーボ制御部１４
及び機械モデル部２２に位置指令を出力する。
【００２０】
　サーボ制御部１４は、指令値入力部１２からの位置指令と、位置検出器２０からの検出
器信号（検出位置）と、外乱モデル部２４からの外乱補正値と、を用いてフィードバック
制御を行い、モータ１６にモータ電流（駆動電流）を出力することで、被駆動体１８の運
動を制御する。
【００２１】
　図２は、サーボ制御部１４の構成を示すブロック図である。サーボ制御部１４は、Ｐ（
Ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎａｌ：比例）制御器３０ａと、ＰＩ（Ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎａｌ－
Ｉｎｔｅｇｒａｌ：比例積分）制御器３２ａと、微分器３４ａと、を備え、Ｐ制御器３０
ａによって補償される位置ループと、ＰＩ制御器３２ａによって補償される速度ループと
、を有する。
【００２２】
　機械モデル部２２は、サーボ制御部１４、モータ１６及び被駆動体１８を含む系を模擬
し、指令値入力部１２が出力した位置指令に基づいて被駆動体１８の位置、変位、速度お
よび加速度の４つの状態量を推定し、外乱モデル部２４に出力する。
【００２３】
　図３は、機械モデル部２２の構成を示すブロック図である。機械モデル部２２は、Ｐ制
御器３０ｂと、ＰＩ制御器３２ｂと、トルク定数乗算器３８と、送り軸イナーシャ乗算器
４０と、積分器３６ａと、積分器３６ｂと、反転後変位推定器４２と、を備える。
【００２４】
　Ｐ制御器３０ｂには、指令値入力部１２からの位置指令及び積分器３６ｂの出力が入力
される。ＰＩ制御器３２ｂには、Ｐ制御器３０ｂの出力及び積分器３６ａの出力が入力さ
れる。トルク定数乗算器３８には、ＰＩ制御器３２ｂの出力が入力され、モータ電流指令
値からモータのトルクを計算し出力する。
【００２５】
　送り軸イナーシャ乗算器４０には、トルク定数乗算器３８の出力が入力される。送り軸
イナーシャ乗算器４０の出力は、状態量の一つとして機械モデル部２２から出力される「
加速度」である。なお、イナーシャは予め計算しておくものとする。積分器３６ａには、
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送り軸イナーシャ乗算器４０の出力が入力される。
【００２６】
　積分器３６ａの出力は、状態量の一つとして機械モデル部２２から出力される「速度」
である。積分器３６ｂには、積分器３６ａの出力が入力される。積分器３６ｂの出力は、
状態量の一つとして機械モデル部２２から出力される「位置」である。反転後変位推定器
４２には、積分器３６ａ，３６ｂの出力、すなわち「速度」と「位置」が入力される。反
転後変位推定器４２の出力は、状態量の一つとして機械モデル部２２から出力される「変
位」である。
【００２７】
　このように、機械モデル部２２では、位置指令を入力したときの送り軸運動を模擬する
ことで、送り軸の「位置」、「速度」および「加速度」が算出される。また、反転後変位
推定器４２では、速度と位置を入力とし、速度の符号の反転を検出した位置からの変位量
を出力する。
【００２８】
　外乱モデル部２４は、機械モデル部２２で推定された４つの状態量から外乱力を推定し
、推定した外乱力を外乱補正値としてサーボ制御部１４に出力する。また、摩擦同定装置
６から外乱モデルのデータを必要に応じて受け取る。
【００２９】
　図４は、外乱モデル部２４の構成を示すブロック図である。外乱モデル部２４は、加速
度依存外乱モデル４６と、速度依存外乱モデル４８と、変位依存外乱モデル５０と、位置
依存外乱モデル５２と、それらの出力を加算する加算器５４と、加算器５４の出力を外乱
力として入力して外乱補正値を出力するトルク定数除算器５６と、を備える。
【００３０】
　図５は、外乱モデル部２４のモデルパラメータの例を示す。このモデルでは、それぞれ
位置、変位、速度および加速度の状態量の入力に対して、一意に対応する電流補正値を出
力するデータテーブルの形で提供される。これにより、近似計算を一切行わずテーブルデ
ータとしてモデルのパラメータを出力することで、精度の高い摩擦モデルを得ることがで
きる。入力がデータテーブルの中間値をとる場合は、補間した外乱補正値を出力する。例
えば、状態量入力ｙがデータテーブルで規定された値ＹiとＹi+1の間だとすると、このモ
デルでは状態量Ｙに関する外乱補正値ＩY(ｙ)は以下の式（１）で表される。ここでは、
線形補間によって外乱補正値を計算したが、スプライン補間のような他の方式で補間を行
ったとしても差し支えない。
【００３１】
【数１】

【００３２】
　このように、それぞれの状態量の入力に対して、外乱補正値を算出し、加算器５４で全
電流補正値を計算し、トルク定数除算器５６でモータの電流指令へ変換する。
【００３３】
　図６は、上記した摩擦モデルのパラメータを同定し、外乱モデル部２４にモデルパラメ
ータを送信する摩擦同定装置６の構成を示すブロック図である。摩擦同定装置６では、機
械モデル部２２から位置、変位、速度および加速度とサーボ制御部１４からモータ電流が
入力される。位置依存摩擦測定部６１では、特定の運動パターンでサーボ制御装置１０が
駆動された時の位置と電流の関係を測定する。
【００３４】
　位置依存摩擦同定部６２では、測定された、位置と電流の関係から位置依存摩擦を同定
し、変位依存摩擦同定部６４と、速度依存摩擦同定部６６と、加速度依存摩擦同定部６８
と、モデル送信部６９に出力する。変位依存摩擦測定部６３では、特定の運動パターンで
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サーボ制御装置１０が駆動された時の変位と電流の関係を測定する。
【００３５】
　変位依存摩擦同定部６４では、位置依存摩擦同定部６２と変位依存摩擦測定部６３から
の入力を受け、変位依存摩擦を同定し、速度依存摩擦同定部６６、加速度依存摩擦同定部
６８、モデル送信部６９に出力する。速度依存摩擦測定部６５では特定の運動パターンで
サーボ制御装置１０が駆動された時の速度と電流の関係を測定する。
【００３６】
　速度依存摩擦同定部６６では、位置依存摩擦同定部６２と、変位依存摩擦同定部６４と
、速度依存摩擦測定部６５の入力を受け、速度依存摩擦を同定し、加速度依存摩擦同定部
６８と、モデル送信部６９に出力する。加速度依存摩擦測定部６７では、特定の運動パタ
ーンでサーボ制御装置１０が駆動された時の加速度と電流の関係を測定する。
【００３７】
　加速度依存摩擦同定部６８では、位置依存摩擦同定部６２、変位依存摩擦同定部６４と
、速度依存摩擦同定部６６と、加速度依存摩擦測定部６７の出力を受け、加速度依存摩擦
を同定し、モデル送信部６９に出力する。モデル送信部６９では、モデルのパラメータを
外乱モデル部２４に送信する。
【００３８】
　データテーブルで表現された摩擦モデルのパラメータを同定する方法について以下で述
べる。サーボ制御部１４において外乱モデル部２４の出力を無効にした状態、すなわち外
乱補正値がゼロになるようにした状態で摩擦力の測定と摩擦モデルのパラメータの同定を
行う。装置に加わる全摩擦力Ｆを、モータの駆動力ｆと被駆動体質量ｍ、加速度ａを用い
て以下の式（２）で定義する。
【００３９】
【数２】

【００４０】
　また、モータの駆動力ｆは、モータの電流フィードバック値Ｉmとトルク定数Ｋtにより
、次の式（３）のように計算できる。
【００４１】

【数３】

【００４２】
　次に、全摩擦力Ｆとモータの電流フィードバック値Ｉmとそのときのモータ位置Ｘ、変
位ｄ、速度ｖ、加速度ａの測定結果を用いて段階的にそれぞれの状態量に依存する摩擦モ
デルのパラメータを同定する。同定のフローチャートを図７に示す。この同定プロセスで
は、装置に生じる全摩擦力Ｆを式（４）に示すように位置Ｘ、変位ｄ、速度ｖ、加速度ａ
の４つの状態量で変動すると仮定する。さらに式（５）に示すように全摩擦力Ｆを位置Ｘ
に依存する摩擦Ｆx、変位ｄに依存する摩擦Ｆd、速度ｖに依存する摩擦Ｆv、加速度ａに
依存する摩擦Ｆaにそれぞれ分離する。
【００４３】
【数４】

【数５】

【００４４】
　位置と摩擦力の関係を測定するステップＳ１においては、微小移動と停止を繰り返しな
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がら被駆動体１８であるテーブルを駆動し、そのときの位置とモータの電流フィードバッ
ク値から計算した摩擦力を測定する。図８に指令する位置指令の一例を示す。指令するス
テップ幅と停止時間は、測定対象とする装置の構成によって最適な値が異なるが、一般に
位置に依存して変動する摩擦力の発生原因は、案内面或いはボールねじの振れまわりによ
って生じ、数ｍｍ程度の周期で変動することが知られているため、０．５ｍｍ～５ｍｍ程
度の予め定めた移動幅を指令することが好ましい。停止時間は、摩擦力が整定するまでに
必要な時間であり、制御系の整定時間或いは案内面の潤滑状態によって変化する。経験上
、１００ｍｓ以上の停止時間を設定することが好ましい。すなわち、被駆動体１８の駆動
範囲内を予め定めた移動幅で移動と停止を繰り返し、そのときの被駆動体１８の位置と駆
動力を同期して測定する。この運動パターンで測定を実行することにより、位置依存摩擦
のみの影響、或いは変位依存摩擦のみの影響を抽出することが可能となる期間を含んだ摩
擦力の測定データを得ることができる。
【００４５】
　ステップＳ１で測定した結果を用いて、ステップＳ２では、位置に依存して変動する摩
擦力を同定する。ステップＳ１にて、被駆動体１８であるテーブルが停止中、或いは速度
ｖがゼロ近傍の予め定めた閾値以下であるときは速度ｖ、加速度ａを共にゼロとみなすこ
とができる。従って、テーブルの速度が閾値以下となった期間を検出すれば、その期間に
おいては、速度依存摩擦力Ｆvと加速度依存摩擦Ｆaは共に無視することができる。すると
、ｉ番目の停止点Ｘiにおける全摩擦力Ｆに含まれる摩擦成分は、次の式（６）のように
なる。
【００４６】

【数６】

【００４７】
　ここで、ｓｇｎは符号関数を表す。一般に運動方向反転位置から数百μｍ以上の変位領
域では、変位依存摩擦は一定のクーロン摩擦力Ｆcとみなすことができる。ここで、復路
において変位の絶対値が負となることから次の式（７）が得られる。
【００４８】

【数７】

【００４９】
　すなわち、式（６）と式（７）から往路と復路の全摩擦力Ｆの平均値を取ることで、Ｘ

iにおける位置依存摩擦力Ｆx(Ｘi)を同定することができる。すなわち、各測定点で同様
の計算を行うことで、位置に１対１に対応する摩擦力を出力する位置摩擦モデルＦx(Ｘ)
が得られる。この同定方法により、位置依存摩擦を他の摩擦成分から分離同定することが
可能となる。
【００５０】
　ステップＳ３においては、変位と摩擦力の関係を測定する。このステップでは、ステッ
プＳ１と同様に、図８に示した運動パターンで微小な移動幅でテーブルを駆動して測定を
行う。ステップＳ１との違いは、指令するステップ幅が微小になることだけである。変位
依存摩擦Ｆdは、数百μｍ以下の変位の範囲では非線形特性を示す。それ以上の変位領域
では、クーロン摩擦領域に入るため、摩擦力は一定値となる。そこで、変位依存摩擦Ｆd

の非線形特性を同定するためには、数μｍ～数十μｍの指令幅を設定することが好ましい
。
【００５１】
　ステップＳ４では、変位依存摩擦を同定する。式（５）より、ｉ番目の停止点ｄiにお
いて全摩擦力Ｆは以下の式（８）のようになる。
【００５２】
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【数８】

【００５３】
　ステップＳ３で、位置依存摩擦力Ｆxは同定されているので、以下の式（９）に示した
方法で、停止位置での摩擦力Ｆx(ｄi)を計算し、全摩擦力から減算することで変位依存摩
擦力Ｆdが得られる。すなわち、すべての停止点で同様の計算を行うことで、変位ｄに１
対１に対応する摩擦力を出力する変位依存摩擦モデルＦdが得られる。この同定方法によ
り、変位依存摩擦を他の摩擦成分から分離同定することが可能となる。
【００５４】
【数９】

【００５５】
　ステップＳ５では、速度と摩擦力の関係を測定する。図９に指令する位置指令の一例を
示す。ステップＳ５においては、被駆動体１８であるテーブルの指令速度を変えながら予
め定めた移動幅で、予め定めた速度および予め定めた加速度で往復運動を繰り返す。この
ときの全摩擦力Ｆとテーブル位置Ｘ、速度ｖを測定する。一般的に、速度依存摩擦力は、
指令速度数百ｍｍ／ｍｉｎ以下では非線形な挙動、数百ｍｍ／ｍｉｎ以上では、線形に近
い挙動を示すと言われている。そこで数百ｍｍ／ｍｉｎ以下では、１０ｍｍ／ｍｉｎ程度
ずつ指令速度を変えて測定を行うことが好ましい。一方で、数百ｍｍ／ｍｉｎ以上の領域
では測定時間短縮の観点から１００～１０００ｍｍ／ｍｉｎの刻みで測定を行えばよい。
このように、上記往復運動を速度または加速度のいずれか、または速度と加速度の両方を
変えて繰り返し、そのときの被駆動体１８の位置と駆動力を同期して測定する。この運動
パターンで測定を実行することにより、速度依存摩擦のみの影響、あるいは加速度依存摩
擦のみの影響を抽出することが可能となる瞬間を含んだ摩擦力の測定データを得ることが
できる。
【００５６】
　図９に示した位置指令では、一定速度で移動中の測定時間が等しくなるように移動距離
を設定している。ただし、指令速度が大きい場合は、駆動範囲内で測定が終わらない可能
性があるため、高い指令速度での測定を行う場合においては指令可能な最大の加速度を設
定し、駆動範囲の全域で測定を行うことが好ましい。
【００５７】
　ステップＳ６においては、速度依存摩擦力Ｆvを同定する。一定速度で移動中の加速度
はゼロであるので、式（５）を用いてｉ番目の指令速度であるｖiにおいて、速度依存摩
擦力Ｆvは以下の式（１０）で求められる。すなわち、全ての指令速度で測定を行うこと
で、速度ｖに１対１に対応する摩擦力を出力する速度依存摩擦モデルＦvが得られる。
【００５８】

【数１０】

【００５９】
　ステップＳ７では、加速度と摩擦力の関係を測定する。このステップにおいては、テー
ブルの指令加速度を変えながら単純な往復運動を繰り返し、そのときの全摩擦力Ｆとテー
ブル位置Ｘ、速度ｖ、加速度ａを測定する。一般的に、加速度依存摩擦力は、２Ｇ以下程
度の加速度において影響が出る場合が多いため、０．１Ｇ程度の刻み幅で指令加速度を変
えて測定を行うことが好ましい。また逆に加速度が小さすぎる場合は、加速度依存摩擦の
影響が小さく同定が難しくなる場合があるため、指令加速度の下限は０．０１Ｇ～０．０
５Ｇ程度でよい。また、かつ指令速度が速いほど加速に要する時間が長くなり測定の精度
が上がるため、指令可能な最高速度で測定を行うことが好ましい。
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【００６０】
　ステップＳ８では、加速度依存摩擦Ｆaを同定する。すなわち、被駆動体１８の加速度
が一定となる期間を検出し、その期間における全摩擦力Ｆに基づいて式（５）よりｉ番目
の指令加速度における摩擦力は、以下の式（１１）のように算出可能である。これにより
、測定した摩擦力から加速度依存摩擦を分離同定することが可能となる。
【００６１】
【数１１】

【００６２】
　以上説明したように、被駆動体の位置および速度が目標位置および目標速度に一致する
ように、摩擦力などの外乱力をモデルを用いて補正する機能を有する装置において、補正
に用いる摩擦モデルのパラメータを同定する摩擦同定方法として以上の手順を用いる。
【００６３】
　これにより、位置、変位、速度、加速度など複数の状態量によって変動する摩擦力から
位置の摩擦力だけを分離可能な測定パターンを用いて位置依存摩擦を同定し、同様に順番
に、変位依存摩擦、速度依存摩擦、加速度依存摩擦を測定および分離することができ、効
率的にモデルを同定していくことが可能となる。すなわち、段階的に位置、変位、速度、
加速度に依存して変化する摩擦力のモデルのパラメータを同定することが効率的に可能と
なる。
【００６４】
　すなわち、本実施の形態にかかる摩擦同定方法を用いることで、複数の状態量の変動が
要因となって生じている被駆動体の全摩擦力から位置、変位、速度、加速度の単一の状態
量に依存して変動する摩擦力の成分を順次抽出し、モデルのパラメータを同定することが
可能となる。これにより、位置依存摩擦、変位依存摩擦、速度依存摩擦、加速度依存摩擦
を同定可能な摩擦同定装置を実現することができる。
【００６５】
実施の形態２．
　本発明の実施の形態２にかかる摩擦同定装置６ａの構成を示すブロック図を図１０に示
す。図１０においては、速度・加速度依存摩擦測定部７０が、図６の速度依存摩擦測定部
６５と加速度依存摩擦測定部６７の機能を備え、速度・加速度依存摩擦同定部７１が、図
６の速度依存摩擦同定部６６と加速度依存摩擦同定部６８の機能を備えているところが、
図６とは異なる。
【００６６】
　また、摩擦同定方法の具体的なフローチャートを図１１に示す。図１１におけるステッ
プＳ１～Ｓ４は図７のステップＳ１～Ｓ４と同じである。実施の形態１との違いは、図１
１のステップＳ９およびステップＳ１０において、速度依存摩擦と加速度依存摩擦の測定
及び同定を同時に行う点である。
【００６７】
　具体的には、図１１のステップＳ９において、速度依存摩擦と加速度依存摩擦の同時測
定および同定を行うために正弦波状の運動指令を用いる。すなわち、正弦波状の運動指令
を与えて、半径をＲ１～Ｒ３０、指令速度を１０ｍｍ／ｍｉｎから１００００ｍｍ／ｍｉ
ｎまで変化させたときの摩擦力を測定する。２つの制御装置に位相が９０度の異なる正弦
波指令を与えることで円弧軌跡を描かせることが可能なため、工作機械において正弦波指
令は良く用いられる。
【００６８】
　正弦波指令を与えたときの、テーブルの位置、速度、加速度の時間波形を図１２に示す
。円弧運動軌跡での加速度ａは、円弧の半径Ｒと円弧の周回速度ｖから次の式（１２）の
ように計算される。
【００６９】
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【数１２】

【００７０】
　指令速度と円弧半径を変化させることで、速度ｖと加速度ａを独立に変化させて摩擦力
を測定することが可能となる。
【００７１】
　正弦波指令では、位相が９０度変わるごとに速度がゼロになる瞬間と加速度がゼロにな
る瞬間が交互に存在する。図１２では、速度、または加速度がゼロになる瞬間を破線で示
している。図１１のステップＳ１０においては、測定した摩擦力から速度がゼロになる瞬
間、すなわち、速度が予め定めた閾値以下となる期間では、式（１０）に示した方式で速
度依存摩擦モデルＦvを同定できる。また加速度がゼロになる瞬間、すなわち、加速度が
予め定めた閾値以下となる期間においては、次の式（１３）から加速度依存摩擦モデルＦ

aが同定できる。
【００７２】

【数１３】

【００７３】
　この運動パターンで測定を実行することにより、正弦波の位相が９０度変化するごとに
、速度依存摩擦のみの影響と加速度依存摩擦のみの影響を交互に抽出することが可能とな
る。すなわち、速度依存摩擦のみの影響と加速度依存摩擦のみの影響を交互に抽出するこ
とが可能となる瞬間を含んだ摩擦力の測定データを得ることができる。また、測定した摩
擦力から速度依存摩擦を分離同定することが可能となる。
【００７４】
　本実施の形態においては、加速度依存摩擦と速度依存摩擦の測定を同時に行える、すな
わち、速度と加速度に依存する摩擦力の影響を一度に測定および同定することが可能とな
るため、実施の形態１よりも短い時間で摩擦モデルのパラメータを同定することが可能に
なるという効果が得られる。
【００７５】
実施の形態３．
　図１３は、本発明の実施の形態３にかかる摩擦同定装置６ｂの構成を示すブロック図で
ある。図１３には、図６に存在した位置依存摩擦測定部６１、位置依存摩擦同定部６２、
加速度依存摩擦測定部６７、加速度依存摩擦同定部６８に相当する機能ブロックがない。
すなわち、実施の形態１との違いは、位置依存摩擦と加速度依存摩擦の測定、同定ステッ
プを省略している点である。
【００７６】
　精度が良く組み立てられた装置においては、位置依存摩擦の影響をほとんど無視できる
場合があり、このような場合は、位置依存摩擦の同定プロセスを省略しても差し支えない
。
【００７７】
　装置が転がり案内とボールねじ、あるいは転がり案内とリニアモータで構成されている
場合、加速度依存摩擦の影響は小さい。そのため、上記のような構成の装置であれば、加
速度依存摩擦の測定および同定を省略することができる。
【００７８】
　すなわち、精度良く組み立てられた転がり案内とボールねじあるいは、転がり案内とリ
ニアモータで構成されたサーボ制御装置においては、位置依存摩擦と加速度依存摩擦を無
視できることがある。このような場合は、変位依存摩擦の測定および同定プロセスと速度
依存摩擦の測定および同定プロセスのみを実行すればよく、これにより測定時間および摩
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擦同定時間の短縮が行えるという効果が得られる。
【００７９】
実施の形態４．
　図１４は、本発明の実施の形態４にかかる摩擦同定部の構成の一部を示すブロック図で
ある。実施の形態４においては、摩擦の測定および同定方法は実施の形態１、２、および
３と同じである。異なる点としては、位置依存摩擦同定部６２、変位依存摩擦同定部６４
、速度依存摩擦同定部６６、加速度依存摩擦同定部６８などから出力された位置依存摩擦
、変位依存摩擦、速度依存摩擦、および加速度依存摩擦を一旦多項式近似部７２に入力し
、得られた摩擦力のデータテーブルを多項式近似部７２において、多項式で近似した多項
式モデルを摩擦モデルとしてモデル送信部６９ｃから出力する点である。
【００８０】
　多項式近似のアルゴリズムとしては、最小二乗法を使った方法など既に多くの方法が公
開されているため、多項式近似方法の詳細については省略する。計算時間といった観点か
ら１０次程度以下の次数の多項式で近似することが好ましい。
【００８１】
　この実施の形態により、テーブルデータを使用する場合より少ないパラメータでモデル
を得ることができる。従って、データテーブルを送信するよりも、外乱モデル部２４に送
信するパラメータを少なくできるという効果がある。
【００８２】
　このように、被駆動体の位置および速度が目標位置および目標速度に一致するように制
御する装置のモデルを用いて摩擦力を補正する機能において、補正に用いる摩擦モデルの
パラメータを同定する摩擦同定方法および摩擦同定装置として、実施の形態１～４におい
ては位置、変位、速度、加速度など複数の状態量によって変動する摩擦力から順次単一の
状態量が摩擦力に与える影響を測定および分離する。これにより、効率的に摩擦モデルの
パラメータを同定することが可能となる。
【００８３】
　さらに、本願発明は上記実施の形態に限定されるものではなく、実施段階ではその要旨
を逸脱しない範囲で種々に変形することが可能である。また、上記実施の形態には種々の
段階の発明が含まれており、開示される複数の構成要件における適宜な組み合わせにより
種々の発明が抽出されうる。例えば、上記実施の形態に示される全構成要件からいくつか
の構成要件が削除されても、発明が解決しようとする課題の欄で述べた課題が解決でき、
発明の効果の欄で述べられている効果が得られる場合には、この構成要件が削除された構
成が発明として抽出されうる。更に、異なる実施の形態にわたる構成要素を適宜組み合わ
せてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　以上のように、本発明にかかる摩擦同定方法および摩擦同定装置は、数値制御装置など
の制御装置によって駆動される工作機械またはロボットなどの制御に用いることができる
。特に、装置の負荷能力と加工精度の両立が必要とされる送り系において摩擦のモデルの
パラメータを同定する際に適用することができる。
【符号の説明】
【００８５】
　１０　サーボ制御装置、１２　指令値入力部、１４　サーボ制御部、１６　モータ、１
８　被駆動体、２０　位置検出器、２２　機械モデル部、２４　外乱モデル部、３０ａ，
３０ｂ　Ｐ制御器、３２ａ，３２ｂ　ＰＩ制御器、３４ａ　微分器、３６ａ，３６ｂ　積
分器、３８　トルク定数乗算器、４０　送り軸イナーシャ乗算器、４２　反転後変位推定
器、４６　加速度依存外乱モデル、４８　速度依存外乱モデル、５０　変位依存外乱モデ
ル、５２　位置依存外乱モデル、５４　加算器、５６　トルク定数除算器、６，６ａ，６
ｂ　摩擦同定装置、６１，６１ａ　位置依存摩擦測定部、６２，６２ａ　位置依存摩擦同
定部、６３，６３ａ，６３ｂ　変位依存摩擦測定部、６４，６４ａ，６４ｂ　変位依存摩
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擦同定部、６５，６５ｂ　速度依存摩擦測定部、６６，６６ｂ　速度依存摩擦同定部、６
７　加速度依存摩擦測定部、６８　加速度依存摩擦同定部、６９，６９ａ，６９ｂ，６９
ｃ　モデル送信部、７０　速度・加速度依存摩擦測定部、７１　速度・加速度依存摩擦同
定部、７２　多項式近似部、Ｓ１～Ｓ１０　ステップ。
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